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はじめに
 今年も8⽉に各省庁から平成28年度税制改正に係る改正要
望事項が公表されました。

 今回は各改正要望事項のうち、重要な国税に絞って内容を
紹介します。

 以下の内容は、あくまでも各省庁からの改正要望でありま
す。したがって、正式に改正されたわけではありませんし、
平成28年度分の税制改正⼤綱に謳われることを保証するも
のでもありません。
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所得税
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１．所得税
 ⾦融証券税制
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１．所得税
 個⼈の健康増進・疾病予防の推進のための所得控除制度の創設

(改正要望事項)

個人が自ら取り組む健康増進・疾病予防のための取組に要する費用に対す
る所得控除制度の創設。

(具体的な内容)

がん検診、特定健診、予防接種、人間ドック等に要する費用の自己負担額
が年間10,000円以上かかった世帯に対して、最大100,000円までを所得控除
の対象とする。
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これまで⼈間ドック等の費⽤は異常が
発⾒されない限り医療費控除の対象に
もならず、完全に自己負担となってい

ました。
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1．所得税
 特定支出控除の範囲拡大

(特定支出控除とは)

給与所得者が⽀払った「特定⽀出」が⼀定の⾦額を超えた場合に、その超え
る部分の⾦額を給与収⼊から控除する制度。
(給与所得の算定式)

収⼊⾦額ー給与所得控除額ー ＝給与所得の額
(特定支出の範囲)・・・事業主が補填する部分の⾦額を除く
通勤費、転居費、研修費、資格取得費、帰宅旅費、勤務必要経費(図書費、衣
服費、交際費)で事業主により証明がなされたもの。
(改正要望事項)

ベビーシッター等子育て支援に要する費用を特定支出の範囲に追加する。
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特定支出の額の合計額のうち給与所得
控除額の2分の1を超える部分の⾦額
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1．所得税
 ⽣命保険料控除の控除枠拡⼤

(これまで)

(改正要望事項)

⽣命・介護医療・個⼈年⾦の各保険料控除の最⼤限度額を5万円とすること。
また、保険料控除の合計摘要限度額を15万円とすること。
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(新生命保険料、介護保険料又は新個人年金保険料を支払った場合)

支払った保険料等の金額 控除額

20,000円以下の場合 支払った保険料等の額

20,001円～40,000円の場合 支払った保険料等×1/2+10,000円

40,001円～80,000円の場合 支払った保険料等×1/４+20,000円

80,001円以上の場合 40,000円
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1．所得税



1．所得税
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